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506 第5部　復興のための制度と法を考える

1　は じ め に

　東日本大震災という未曽有の災害から，ほぼ 4 年が経過しようとしている。しかし，復興への道の

りは未だ容易とはいえない。被害が極めて広範かつ甚大であることに加えて，放射能汚染問題は復興

への道のりを一層険しく困難なものとしている。この困難な状況を打開するためには，何が必要とさ

れるであろうか。東日本大震災復興基本法の基本理念が示す「国と地方公共団体との適切な役割分

担」，「国民一人一人」の「相互」の「連帯」，「多様な主体」の「自発的な協働」が基本とされなけれ

ばならないとしても，国，地方，住民を施策と行動（アクション）で具体的につなぎ，「被災地域にお

ける社会経済の再生及び生活の再建と活力ある日本の再生」という成果の創出に結びつけるために必

要とされるのは何か，ということこそが重要なアジェンダとされなければならない。なぜなら，被災

自治体が直面している困難な環境と課題は決して一様ではないのであり，この事実に鑑みれば，被災

自治体が復興という目的に向かって，どのように利用可能なリソースを個々の状況に適合した形で効

率的かつ効果的に活用し，事業を実施できるかが再建の重要な鍵となるからである。国が復興のため

に財源を確保し，「災害に強い地域づくり」，「地域における暮らしの再生」，「地域経済活動の再生」の

ためのさまざまな施策を推進するとしても，地域に存在するさまざまな環境要因に適合する形で復興

事業を実施しなければ，成果を生み出すことは難しい。その意味で，被災自治体の再建には，次の問

いに答えることが重要となる。すなわち，まさにゼロからといっても過言ではない再建へのステップ

１

2

3 4

被災自治体の再建
行政経営に求められる戦略計画プロセスへの転換

1　2011 年 6 月 24 日に公布・施行された東日本大震災復興基本法第 2 条は，復興の基本理念を定め，特に同条第 2
項及び第 3 項は，国，地方公共団体，住民，被災者を含む国民一人一人，事業者その他民間における多様な主体の
役割分担と連帯，協働の必要性を明示している。
2　東日本大震災復興基本法第 1 条。
3　政府は，復興特別会計において 2013 年度 4.4 兆円，14 年度 3.6 兆円を措置するとともに，15 年度までの復興財

源フレームを見直し，今後の事業費が 19 兆円を上回る部分について，郵政株式売却益等の 6 兆円程度を当てる，
いわゆる 25 兆円フレームを明らかにしている。
4　東日本大震災復興基本法第 3 条等に基づく「東日本大震災からの復興に向けた国による復興のための取組の基本

方針」として，2011 年 7 月 29 日に東日本大震災復興対策本部が公表した『東日本大震災からの復興の基本方針』
に明示されている復興施策の 3 分野である。
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を被災自治体が着実に歩むことができるためには，何を抜本的に変革し，どのように新たな行政経営

を確立し，公共経営へと転換することができるか，という問いである。これまで経験したことのない，

極めて多くの制約要因に直面している被災自治体だからこそ，社会に存在するあらゆるリソースを活

用し，それらを目的適合的に活用して，成果を生み出す能力構築が求められるのであり，そこに進化

した公共経営のスキームと手法が開発されなければならないのである。

　本稿はこの観点に立ち，被災自治体の再建に必要とされる基本的考え方とそのフィージビリティを

提示する。復興の進捗状況を基礎として，現状の問題分析を行い，必要とされる行政経営，公共経営

のスキームを提示し，さらにそのスキームを被災自治体の状況にいかにカスタマイズできるか，その

場合にいかなる課題が生じ，どのような対応が求められるのかについて検討する。

2　被災自治体の復興はいかに困難か

1　復興の現状
　復興庁の報告に基づけば，2014 年 6 月末時点で，公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況は，

福島県の避難指示区域を除いて，完了に向けて順調に進捗している分野と完了に時間を要している分

野に 2 分される。具体的な事業分野の進捗率をみると，前者については，河川対策 99％，水道施設

94％，下水道 99％，災害廃棄物の処理 98％，医療施設 93％，学校施設等 96％，鉄道 91％，港湾 92

％，農地 63％，漁港 55％，養殖施設 82％ が示されているのに対し，後者については，海岸対策 19％，

海岸防災林の再生 19％，復興住宅 11％，防災集団移転 22％，土地区画整理 1％，漁業集落防災強化

30％，復興道路・復興支援道路 39％ という現状が示されている（復興庁，2014：7 ─9 頁）。

　この進捗状況の相違は何を意味しているのか。前者と後者を切り分ける次のような特質を指摘でき

る。すなわち，前者は基礎インフラの特質が強く，事業を推進する主体は，国や地方自治体，または

関係団体であり，それらのアクターが強力なリーダーシップをもって，すでに合意された目的に向け

て事業を推進することができる分野であるということである。これに対し，後者は住民をはじめとす

る個別の，しかも不特定多数のステイクホルダーが存在する分野であり，それら多様な関係者の利害

を調整し，コンセンサスを得ることによってはじめて事業の推進が期待される分野であるということ

である。

　被災地の復興を進めるためには，事業の効率的かつ効果的なマネジメントが必要不可欠である。し

かし，復興事業の実施は，被災地が異なる困難な環境におかれていること，被災者をはじめとする多

くのステイクホルダーとの合意に基づく，連携・協力なくしては，円滑な実施が期待できないことも

また明らかである。このことは，当事者として，第一義的に復興事業を担う被災自治体に，これまで

の行政経営を超えた要素と能力が求められることを意味している。どのような要素と能力が必要とさ

れるのか。これを検討するために，特に被災関係者との合意の下で事業を進めることが求められる防

災集団移転促進事業を取り上げて検討しよう。
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2　防災集団移転促進事業のスキームと実施に対する国のガイダンス
　国土交通省によれば，防災集団移転促進事業（以下，防集事業）は，「防災のための集団移転促進事

業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律」に基づき，「災害が発生した地域又は災害危険区域の

うち，住民の居住に適当でないと認められる区域内にある住居の集団的移転を促進するための事業を

施行する地方公共団体に対し事業費の一部を補助することにより，防災のための集団移転を図るもの

である」（国土交通省都市局，2012：1 ─1 頁）。国土交通省都市局は，2012 年 1 月に『東日本大震災の被

災地における市街地整備事業の運用について（ガイダンス）』（以下，ガイダンス）を取りまとめた。同

ガイダンスは，「従来の防集事業を今般の津波被災地に適応する場合の課題」を踏まえて，2011 年度

第 3 次補正予算において行われた「必要な制度改正」内容を防集事業の施行経験のない被災自治体に

「周知徹底」し，「防集事業の運用に当たっての注意点など，防集事業制度全般について国としての考

え方」を示すものである。同ガイダンスに基づき，その手続きと関係するステイクホルダーを整理す

ると，表 1 のとおりである。

　ここに明らかに示されているのは，計画の策定主体の決定，計画の策定，許認可手続き，計画の大

臣同意から防集事業実施に至るまでの事業計画策定手続きの複雑性と，それぞれの局面に関係するス

テイクホルダーの多さである。ガイダンスによれば，事業計画の策定に道県を追加したのは，「今回

の津波被害が広範に及んでいたことを踏まえ，道県が一の市町村の区域を超えた事業計画を策定する

ことができる」（1 ─6 頁）ためとされている。事業計画の策定単位の設定から作成においても，さまざ

5

表 1　防災集団移転促進事業の手続きと関係するステイクホルダー

ステップ 手続き 関係するステイクホルダー
1 事業計画作成主体の決定 道県または市町村
2 復興整備計画の策定 道県または市町村，道県が市町村に代わって策定する

場合には，市町村と道県が共同
3 復興交付金事業計画の作成 道県または市町村，道県が市町村に代わって策定する

場合には，市町村と道県が共同
4 事業計画の策定 道県または市町村，道県が市町村に代わって策定する

場合には，市町村と道県が共同，被災者（合意形成）
5 開発許可や農地転用許可等に係る特例の適用
6 復興整備協議会を活用したワンストップ処理 市町村が組織する復興整備協議会，関係許認可権者
7 復興整備計画の作成 市町村が組織する復興整備協議会，関係許認可権者

（国土交通大臣の同意みなし手続き）8 復興整備協議会の開催
9 事業計画に対する国土交通大臣同意 国土交通大臣
10 復興交付金事業計画の変更 道県または市町村，道県が市町村に代わって策定する

場合には，市町村と道県が共同
11 防集事業の実施 道県または市町村，市町村と道県が共同

（出所）�　国土交通省都市局『東日本大震災の被災地における市街地整備事業の運用について（ガイダンス）』2012 年，1 ─3 ～
1 ─5 頁，に基づき作成し加筆。

5　同法は 1972（昭和 47）年に制定され，最近の実例としては，1990 年雲仙・普賢岳噴火災害，1993 年鹿児島県の
豪雨災害，同年北海道南西沖地震災害，2000 年有珠山噴火災害，2004 年新潟県中越沖地震により防集事業が行わ
れた。
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まなステイクホルダー間

の調整が必要である。こ

れに加えて一層留意すべ

きは，ガイダンスでも強

調されているとおり，

「市町村が関係被災者の

意向を把握し，合意形成

に向け努力することが何

よ り 重 要 で あ る」（1 ─7

頁）ことである。ガイダ

ンスでは，この点につい

てさらに次のように詳細に留意点を記述していることからも，その困難性と重要性は明らかであろう

（1 ─9 頁）。

　　　「事業の円滑な実施のためには移転促進区域とすることを予定している区域内の被災者の経済

状況や移転に関する意向を十分に把握した上で，事業計画を策定することが重要である。このた

め，宅地等の買収単価，住宅団地の賃料単価及び譲渡単価，移転費助成，住宅建築等に対する助

成，災害公営住宅の規模及び家賃等についての情報を被災者に提示しながら，自力建設か災害公

営住宅入居か，土地取得か借地か等の住宅団地での住まい方に対する意向を把握するなど，合意

形成に向けた緻密な取り組みを行うことが重要である。」

3　防集事業の実施状況
　この防集事業の実施が現実にどのような状況なのか。会計検査院は，被災者の生活再建を図るとい

う事業目的が達成されているかという有効性の観点から被災 3 県の防集事業について検査を行った。

その検査結果に基づき，現状を把握しよう。

　検査は，岩手，宮城，福島各県管内の 25 市町村が 2013 年度末時点で策定している 180 の事業計画

に基づき実施された防集事業を対象として行われた。その検査結果は次のとおりである（会計検査院，

6

表 3　住宅団地の用地の取得状況� （単位：1,000 m2，団地数）　

県名
取得面
積（a）

住宅団地の整
備に必要な面

積（b）

取得面
積の割
合　　
（a/b）

住宅団地の用地の取得状況 計

全く取得し
ていない

取得中 取得完了

岩手県 1,552 2,067 75.1％ 3 32 53 88
宮城県 4,440 5,613 79.1％ 47 28 119 194
福島県 766 943 81.1％ 19 1 40 60

計 6,759 8,624 78.3％ 69 61 212 34220.1％ 17.8％ 61.9％
（注）　1）　岩手，福島両県については 2014 年 6 月末時点，宮城県については 2014 年 3 月末

時点の状況。
　　　2）　表示単位未満を切り捨てているため，各欄の数値を合計しても計欄と一致しない

ものがある。
（出所）　会計検査院（2014）『平成 25 年度決算検査報告』606 頁。

表 2　事業計画の策定状況等� （単位：1,000 m2）　

県名
移転促進区域

住宅団地

団地数

住宅用地 公共
施設等
用地

公益的
施設
用地

計
貸付 分譲 災害公営住宅 小計

戸数 面積 区画数 面積 区画数 面積 区画数 面積 区画数 面積 面積 面積 面積
岩手県 7,751 4,330 88 1,734 471 1,091 351 565 102 3,390 925 1,073 37 2,035
宮城県 22,785 14,186 194 8,511 2,362 466 158 3,219 556 12,196 3,077 2,099 130 5,307
福島県 3,132 10,040 60 267 87 616 287 522 102 1,405 477 357 ─ 834

計 33,668 28,557 342 10,512 2,920 2,173 797 4,306 761 16,991 4,479 3,530 167 8,177
（注）　1）　「災害公営住宅」の「区画数」及び「面積」については移転者に係る分のみを集計している。
　　　2）　表示単位未満を切り捨てているため，各欄の数値を合計しても計欄と一致しないものがある。

（出所）　会計検査院（2014）『平成 25 年度決算検査報告』606 頁。
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2014，603─610 頁）。

　表 2 に示されるとおり 25 市町村は 180 の事業計画等において，移転促進区域を計 2,855 万余 m2 と

設定し，342 団地 817 万余 m2 の住宅団地を整備することとしている。この 342 団地の住宅団地の用

地の取得状況は表 3 のとおりである。すなわち，取得が完了しているものが 212 団地，取得中が 61

団地，全く取得していないものが 69 団地となっており，取得中を含めれば住宅団地の用地は約 8 割

が取得されている。

　住宅団地の整備は，市町村が直接住宅団地の造成工事を実施するか，既存の宅地等を購入すること

などにより行われ，342 団地のうち 337 団地において，造成工事が実施されることになっている。表

4 は造成工事の実施状況について示したものである。2014（平成 26）年 6 月末現在で約 7 割の 242 団

地が着工され，そのうち完了したのは 66 団地であった。会計検査院は，180 の事業計画のうち 55 の

事業計画に係る造成工事が 2013 年度末までに完了するとされていたが，実際に完了したのは 13 の事

表 4　住宅団地の整備状況� （単位：団地数）　

県名 区分
年度 2014 年 6 月末

現在の進捗率2011 2012 2013 2014 年 6 月末 2014 2015 2016 2017 2018 2019

岩手県
造成工事

着工 0 10 55 70 88 88 88 88 88 88 79.5％
完了 0 0 13 20 50 81 85 86 88 88 22.7％

供給 開始 0 0 6 19（157） 44 73 84 86 86 88 21.5％

宮城県
造成工事

着工 0 31 119 136 186 188 188 188 188 188 72.3％
完了 0 2 15 22 100 165 181 183 183 183 12.0％

供給 開始 0 1 13 30（832） 75 153 193 194 194 194 15.4％

福島県
造成工事

着工 0 18 35 36 39 56 57 57 57 57 63.1％
完了 0 1 20 24 38 54 55 56 57 57 42.1％

供給 開始 ─ ─ 9 23（355） ─ ─ ─ ─ ─ ─ 38.3％

計
造成工事

着工 0 59 209 242 313 332 333 333 333 333 72.6％
完了 0 3 48 66 188 300 321 325 328 328 20.1％

供給 開始 0 1 28 72（1,344） 142 249 300 303 303 305 21.0％

　（注）　1）　各年度末時点での進捗を累計で表示している。また，2014 年 6 月末までは実績，それ以降は計画値である。
　　　　2）　福島県の「─」は，県において市町村の団地の供給開始時期を把握していないものである。
　　　　3）　2014 年度以降の供給開始の計欄において，福島県は 2014 年 6 月末に供給が開始している 23 団地を計上している。
　　　　4）　供給団地数の括弧書きは区画数を表す。
　　　　5）　防集事業に伴い造成工事が不要な団地が，福島県で 3 団地，宮城県で 2 団地ある。
　　　　6）　宮城県において，造成工事の着工時期が不明な団地が 4 団地，完了時期が不明な団地が 9 団地ある。
　　　　7）　2014 年 6 月末現在の進捗率において，造成工事については造成工事を予定している団地から着工・完了時期が不明

な団地を除いた団地数を，供給については整備を計画している団地数をそれぞれ母数として算出している。
（出所）　会計検査院（2014）『平成 25 年度決算検査報告』607 頁。

6　会計検査院は，2014 年 11 月 7 日に平成 25 年度決算検査報告を内閣に送付した。検査の観点は，会計検査院法
第 20 条に規定される正確性，合規性，経済性，効率性，有効性等であり，第 34 条は，法令違反又は不当と認めら
れる会計経理については意見表示，処置要求及びその後の経理の是正改善処置要求，第 36 条は，法令，制度又は
行政に関し改善を必要とする事項があると認められる場合の意見表示または改善の処置要求ができることを規定し
ている。本事例は，第 36 条に基づく意見表示である。
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業計画に係る造成工事であり，完了までに時間を要する傾向にある，としている。

　防集事業は，移転者の意向を十分に把握した上で事業を実施することが重要であるが，このように

住宅団地の整備に時間を要していることにより，被災者の意向が必然的に変化せざるを得ないことは

容易に予測できる。これを示したのが表 5 である。被災 3 県において当初の事業計画と 2014 年 7 月

時点で確認できた直近の希望区画数を比較すると，貸付又は分譲により宅地を希望する者の希望区画

数は，1 万 4,638 区画から 1 万 868 区画へと 3,770 区画減少していた。会計検査院によると，被災 3

県はこの理由について「住宅団地の整備に時間を要しているため，団地希望者の意向が変化して，住

宅団地以外への移転を希望したこと」などとしている，という。

　さらに，宅地の供給が開始されている 72 団地，1,344 区画について，市町村と宅地希望者との間の

契約状況を確認すると，表 6 に示されるとおり，222 区画が未契約であり，さらに契約予定の者が決

まっておらず空き区画となっていたものが 15 団地，66 区画存在する状況が明らかにされている。

　会計検査院は，このような事態が発生している原因について，国土交通省において，「防集事業は

住宅団地の整備に時間を要する中で，移転者の意向が変化するなどして宅地希望者が減少して住宅団

地の宅地に空き区画が生ずるおそれがあることから，適時適切な移転者の意向の把握が重要であるこ

となどについて，市町村への周知が十分でないことなどによると認められる」（会計検査院，2014，

610 頁）と指摘している。これに基づき同院が，次の 2 点について国土交通省に対して意見を表示し

ていることは重要である。

　①　移転者の意向の変化等を把握するために，適時適切な意向調査等を行うよう市町村に対して助

言等を行うこと。

　②　宅地希望者の意向が変化するなどにより住宅団地の宅地に空き区画が生ずるおそれがある場合

には，事業規模を縮小したり，移転後の生活に必要となる公共施設や公益的施設の用地へ当該空

き区画を転用したりするなど事業計画の適切な見直し及び移転者の中から再募集を行うなどの措

表 5　被災 3県における防災集団移転促進事業―宅地希望区画数の状況
 （単位：区画数，団地数）　

県名 供給方法
希望区画数 住宅団地ごとの希望区画数の増減

当初事業計画 直近の意向調査等 差 増加 減少 増減なし 計

岩手県
貸付又は分譲 3,506 2,676 ▲ 830

24 42 22 88災害公営住宅 325 587 262
計 3,831 3,263 ▲ 568

宮城県
貸付又は分譲 9,964 7,309 ▲ 2,655

23 132 39 194災害公営住宅 2,917 3,446 529
計 12,881 10,755 ▲ 2,126

福島県
貸付又は分譲 1,168 883 ▲ 285

8 18 34 60災害公営住宅 363 522 159
計 1,531 1,405 ▲ 126

合計
貸付又は分譲 14,638 10,868 ▲ 3,770

55 192 95 342災害公営住宅 3,605 4,555 950
計 18,243 15,423 ▲ 2,820

（出所）　会計検査院（2014）『平成 25 年度決算検査報告』608 頁。
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置を講ずるよう市町村に対し

て周知を図るとともに，必要

に応じて助言等を行うこと。

　この会計検査院の意見表示

から，被災自治体を再建に導

く三つの重要な要素を抽出す

ることができる。すなわち，

第一は，国や道県，他の自治

体を含む外部環境における影

響要因，被災者のニーズ，利

用可能な資源，他の施策・事

業など内部環境における影響

要因を分析し，課題を識別し

て，戦略的に計画を策定する

必要性，第二に，策定した計

画に基づく事業の実施プロセ

スに，環境の変化，ステイク

ホルダー分析を組み込んで，

機動的かつ効果的なマネジメ

ントプロセスとする重要性，

第三に，数多くのステイクホ

ルダーを事業の計画・コント

ロールプロセスに巻き込み，

課題とビジョン，目的を共有

し，協働を促進する重要性，である。被災自治体においては，国・道県という垂直関係にあるステイ

クホルダーと，被災者・住民という水平関係にあるステイクホルダーが複雑に関係している。それら

のステイクホルダーとの連携・協力，協働関係の構築の成否が，事業の計画設定とコントロールプロ

セスに大きく影響を与えるといっても過言ではない。

　この困難な状況を打開するために必要とされるのは何か。それが，戦略的視点であり，戦略計画プ

ロセスである，というのが本稿の提言である。ここで戦略的視点とは，不確実性が高い環境の中で，

目的の達成に向けた効果的な計画・コントロールプロセスをどのよう組み立て，設計するか，という

ことを意味している。複雑かつ変化する環境の中で，いかなる行政経営の計画・コントロールプロセ

スが必要とされるのか，その基本的な考え方とマネジメント・スキームを検討しよう。

表 6　 被災地 3県における防災集団移転促進事業の実施―供給が開
始されている住宅団地の契約状況

県名 市町村 団地数
供給

区画数
契約済
区画数

未契約
区画数

左のうち
空き区画数

左に係る
団地数

岩手県

宮古市 3 28 22 6 3 2
大船渡市 4 46 43 3 0 0

陸前高田市 7 53 36 17 0 0
釜石市 1 4 4 0 0 0
大槌町 3 8 4 4 0 0
野田村 1 18 18 0 0 0
小計 19 157 127 30 3 2

宮城県

仙台市 6 189 167 22 22 3
石巻市 1 6 6 0 0 0

気仙沼市 1 6 6 0 0 0
岩沼市 2 171 156 15 14 1

東松島市 5 166 109 57 6 3
亘理町 5 200 181 19 19 4

七ケ浜町 3 52 47 5 1 1
女川町 1 1 0 1 1 1

南三陸町 6 41 41 0 0 0
小計 30 832 713 119 63 13

計 49 989 840 149 66 15

福島県

いわき市 1 19 18 1
相馬市 4 93 80 13

南相馬市 11 86 78 8
新地町 7 157 106 51
小計 23 355 282 73

合計 72 1,344 1,122 222 ─ ─
（注）　1）　岩手県及び宮城県における未契約区画数と空き区画数の差は，契約予定の者

が決まっているものの，契約予定の者の事情により未契約となっているもので
ある。

　　　2）　福島県の空き区画数は，同県において，契約予定の者が決まっているかどう
かを把握していないため，特定できない。

（出所）　会計検査院（2014）『平成 25 年度決算検査報告』609 頁。
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3　被災自治体再建のマネジメント・スキーム �被災自治体における戦略計画の重要性

1　なぜ被災自治体の再建には戦略視点が必要か
　被災自治体は，復興事業の円滑な実施に多くの困難を

抱えている。被災自治体が，国のイニシアティブの下に，

道県等との協力・連携関係を構築し，住民の生活再建と

被災地の復興という目的をできる限り迅速かつ適切に実

現するという任務に取り組まなければならないことに，

その複雑性と困難性はすでに内在している。そのため，

戦略的視点と戦略計画プロセスが必要とされるというの

が本稿の提言である。

　なぜ戦略的視点か。これまでわが国の行政運営の基本

は，単年度の予算編成，執行の考え方であった。しかし

多くの場合，単年度での完了が予定されない復興事業に

あっては，事業プロセスにおいてさまざまな環境の変化

が予測される。さまざまな環境の変化に適切に対応した

事業計画の修正・変更が求められるということであり，その意味で戦略的な計画策定とそのコントロ

ールの考え方を行政経営に組み込むことが不可欠とされるのである。図 1 に示されるテキサス州の戦

略計画予算編成システムを見てみよう。予算編成，実施，評価，評価に基づくアクションによる計画

設定，という PDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルのすべてのフェイズに，戦略計画策定が共存して

いる。このことは，施策・事業効果が短期に発現せず，かつ環境の変化による要因が事業プロセスに

与える影響が大きい政府事業の場合には，情報に基づき常に計画を修正・検討することが重要である

ことを示している。すなわち，この戦略計画プロセスの基礎には，図 2 に示されるような，逐次実施

される評価のフィードバックによる計画の改定のメカニズムが基本的考え方として存在しているので

ある。まさに計画設定（意思決定）とコントロールが別個の機能としてではなく，密接不可分なもの

としてフィードバック・ループが形成されることが重要であることを，われわれは改めて銘記する必

要がある。

7

8

　図 1　 テキサス州の戦略計画予算編成シ
ステム

（出所）�　State of Texas （2008） Instructions for 
Preparing and Submitting Agency Strategic 
Plans for Fiscal Years 2009 ─2013, p. 4., に
基づき作成。
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7　戦略計画（Strategic Planning）とは，R. N. Anthony によれば「組織の目的と目的達成のための戦略を決定する
プロセスである」と定義される。また Berry and Wechsler によれば，「組織の強みと弱みを分析し，利害関係者
を識別して，戦略行動の実施及び問題をはじめ，組織及び将来の方向をその環境及び外部の利害関係者のニーズを
検討して管理する体系的なプロセスである」と定義される。米国の州及び地方政府，連邦政府において 1970 年以
降積極的に取り入れられた考え方である。
8　R. N. Anthony は意思決定（計画設定）とコントロールについて，戦略計画，マネジメントコントロール，タス

クコントロールへと管理の対象がミクロになるにつれ，コントロール機能のウェイトが高まることを指摘している。
このことは防集事業においても，まさに当てはまることといえる。



514 第5部　復興のための制度と法を考える

2　 被災自治体における計
画・コントロールプロセ
ス―被災自治体におけ
る戦略計画スキーム

　ここで，防集事業において，

事業計画策定に多くのステイク

ホルダーとの協力・連携が必要

であることを再び想起しよう。

計画策定のプロセスに極めて多

くの関係者が関与するというこ

とは，計画策定プロセスにおいて，ステイクホルダー分析と目的の確認を事業プロセスの各ステップ

で行う必要があり，そこに戦略変更のサイクルが組み込まれなければならないということを意味して

いる。このことはまさに，Poister and Streib（1999：pp. 309 ─310）が指摘する次のような戦略計画策

定の重要な要素をこの過程に組み込まなければならないということである。

　①　直面している最も基本的な課題を識別し，それに対応することに注力すること。

　②　目的に対する主観的な質問ならびにミッション及び戦略に影響を与える，場合によっては競合

する価値に取り組むこと。

　③　組織及びそのミッションに影響を与えると考えられる外部の趨勢や強制力の重要性を強調する

こと。

　④　内部，特に外部のステイクホルダーの関心と選好を考慮することにより，政治的に現実的なあ

り方を指向すること。

　⑤　必要な場合にはスタッフの支援による助力を得て，上位レベルのマネジャー，ときには議員の

能動的な巻き込みが重要であることを認識すること。

　⑥　計画に対するコミットメントを構築するために，重要な参加者に重大な課題に対して誠実に対

峙することを求めること。

　⑦　行動（アクション）を起こすことを指向し，戦略を実施するための計画策定の重要性を強調す

ること。

　⑧　将来順調なポジションに位置するために，現在意思決定を行うのだということに焦点を当てる

こと。

　これらの要素をすべて，防集事業に当てはめることができる。すなわち，① 直面する最も基礎的

な課題の識別とそれに対する対応，② さまざまなステイクホルダーが個別の利害を有することを前

提とすること，③ 事業目的に影響を与える外部環境に留意すること，④ 内部及び外部のステイクホ

ルダーの利害調整を行い，政治的なイニシアティブを確立すること，⑤ トップから現場の担当者，

議員をも巻き込むこと，⑥ ステイクホルダーの積極的な参画を求めること，⑦ 戦略計画を策定する

に当たり，実施に焦点を当てること，⑧ 将来ビジョンを常に念頭に置くこと，先に表 1 に整理した

これらすべてのステップにおいて，被災自治体にガイドとして示されるべき重要な要素ということが

意思決定 計画設定 詳細計画 計画の改定 計画の改定

評価 評価 最終評価

フェイズ１
執行

フェイズ２
執行

フェイズ n
執行

計
画
設
定

コ
ン
ト
ロ
ー
ル

（出所）�　Robert N. Anthony （1988） The Management Control Function, Harvard 
Business School, p. 119, を加筆修正。

　図 2　意思決定とコントロールの連携（評価による計画の適切な改定）
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できる。そして，これら

こそがこれまでのわが国

の行政運営においてあま

り重視されて来なかった

公共経営の要素といえる。

これらの要素を基礎とし

て，Bryson による戦略

計画の策定プロセスを防

集事業にどのように適用

できるかについて検討し

よう。

　図 3 は，Bryson に基

づき戦略計画策定プロセ

スを一部修正して図示し

たものである。ここで明

らかなことは，戦略を策

定する組織が，さまざま

な制約要因，環境要因に

よって影響を受けるため，

ミッション，目的を明確

化し，いかなる戦略的課

題が存在するか，それら

の戦略的課題に対して外

部環境要因，内部環境要因がいかなる影響を与えるかについて，SWOC/T（Strength, Weakness, 

Opportunity, Challenge/Threat）分析を行う必要がある，ということである。これを防集事業に適用し

てみよう。初期合意としては，国による防集事業の推進というイニシアティブが前提とされる。これ

を受けて，道県，市町村が実施主体を検討する。さらに，被災地の内部環境を十分に分析すると同時

に，外部環境，すなわち国による支援の内容，措置される財源，近隣被災地の状況，道県との役割分

担の可能性等について分析・検討を行って，事業実施に当たっての戦略的課題を明確にする。これに

基づき，復興整備計画，復興交付金事業計画の策定を行うのである。本事業は，住民の生活再建によ

る復興の促進が目的であり，住民の意向が最優先されなければならない。このことは，最終的に最大

のステイクホルダーが住民であることを意味し，その能動的な参画が重要な事業の成功要因となるこ

とを示している。このため，Bryson の戦略形成に当たる事業計画の策定までのプロセスが極めて重

要であることと同時に，事業計画策定後の環境の変化を組み込んだ戦略及び計画のレビューならびに

9

9　SWOC/T 分析は，外部環境の好機と課題・脅威，内部環境の強みと弱みを分析するものであり，OC/T は現状
というよりは将来に関する分析，SW は現状に関する分析である。

（注）�　Ⓢはステイクホルダー分析が必要なフェイズを示し，Ⓖは目標形成が行われるフェイ
ズを示している。

（出所）�　Bryson, John M. （2011） Strategic Planning for Public and Nonprofit Organizations:  
A Guide to Strengthening and Sustaining Organizational Achievement, 4th ed., Jossey-
Bass, pp. 44 ─45，を一部修正して作成。

　図 3　戦略計画策定プロセス―計画変更のサイクル
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採択，実施という全体プロセスが情報のフィードバック・ループを形成しながら，機能することが不

可欠である。

　この戦略計画策定プロセスをより具体的に防集事業のステップに適用するとどのようになるであろ

うか。表 7 は，防集事業のステップが，戦略計画策定プロセスのどこに当たるか，その場合に重要な

ステイクホルダーは誰かを整理したものである。ここで明らかとなるとおり，防集事業において事業

計画作成主体の決定から復興交付金事業計画の作成に至る三つのステップで重要なポイントとなるの

は，初期合意の形成，ミッション，目的の明確化を基礎とする戦略的課題の識別である。ここには，

国による防集事業の促進のイニシアティブとガイダンスに示される支援を始点として，内部環境分析，

外部環境分析に基づく被災地における防集事業の課題が，道県，市町村，被災者・住民というステイ

クホルダー分析を組み込んで行われることがポイントとされる。さらには，ステイクホルダー間にお

けるビジョンの再確認を通じて，戦略及び計画策定プロセスの再評価が実施されるのであり，これら

表 7　戦略計画策定プロセスによる防集事業手続きの再構築モデル

ステップ 戦略計画の策定プロセス 防集事業の実施手続き ステイクホルダー
1 初期合意の形成，ミッション，目的の明確

化を基礎とする戦略的課題の識別：以下の
事項について，ステイクホルダーを巻き込
んで，検討を行い，ステイクホルダー間の
初期合意を形成する
⃝国による防集事業の促進，事業実施ガイ

ダンス
⃝防集事業のミッション・目的
⃝被災地の現状と課題
⃝被災地の内部環境分析（資源，現行の施

策，これまでの復旧・復興状況）
⃝被災地の外部環境分析
⃝（趨勢・強制力・資源の重要な統制要因，

競合・協働）

事業計画作成主体の決定 道県または市町村
2 復興整備計画の策定 道県または市町村

道県が市町村に代わ
って策定する場合に
は，市町村と道県が
共同
被災者との合意形成

3 復興交付金事業計画の作成

4 戦略の策定 事業計画の策定
5 戦略及び計画のレビュー及び採択 開発許可や農地転用許可等に係る特例

の適用
6 ビジョンの再確認 復興整備協議会を活用したワンストッ

プ処理
市町村が組織する復
興整備協議会，関係
許認可権者（国土交
通大臣の同意みなし
手続）

7 復興整備計画の作成
8 復興整備協議会の開催

9 事業計画に対する国土交通大臣同意 国土交通大臣
10 復興交付金事業計画の変更 道県または市町村，

道県が市町村に代わ
って策定する場合に
は，市町村と道県が
共同

11 戦略及び計画策定プロセスの再評価 防集事業の実施 道県または市町村，
市町村と道県が共同

（出所）　筆者作成。
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のプロセスにわたって，計画・コントロールのフィードバック・ループが機能することが極めて重要

となるのである。

4　被災自治体の再建に求められるもの

　東日本大震災という未曽有の災害は，これまでわが国の行政運営に課題とされてこなかった多くの，

そして最も困難といっても過言ではない重大な課題を突きつけた。それは，従来の行政運営からの脱

却であり，社会に存在するあらゆるリソース（資源），すべてのステイクホルダーを巻き込む新たな

行政経営，さらには公共経営への脱皮である。

　本稿では防集事業を事例として，再建に必要とされる戦略的視点による事業の計画・コントロール

プロセスの在り方を提示した。しかし，この新たな公共経営の考え方は，防集事業のみならず，あら

ゆる復興事業に当てはめて考えることができる。例えば，民間資金等活用活用事業（Private 

Finance Initiative：PFI）を活用した震災復興事業でも同様である。すなわち，どのような規模，サ

ービス水準で PFI 事業を実施すれば，産業を持続可能なものとし，被災地の復興に寄与するかは，

極めて多くのステイクホルダーを巻き込んだ，しかも長期的視点による計画策定とコントロールが不

可欠であるからである。産業が復興するためには，生産能力の確保のみならず，サプライチェーンの

確保，そのためのさまざまな交通網の復旧・整備というインフラの復興を含む極めて多くの分野が関

わっている。その意味で，事業は単に点ではなく，被災自治体のさまざまな事業が線としてつながる

のみならず，被災地の将来ビジョンを実現する政策・施策の効果的なリンケージという意味で，面と

して広がらなければならない必然性を提示する。その意味で，被災自治体には，存在する課題をさま

ざまなステイクホルダーと共有することを通じて，あらゆるナレッジ，情報を含め，すべてのリソー

スを適時にかつ的確にエンゲージできる能力こそが求められているのである。

　この大震災は，多くの悲惨と苦しみ，困難をもたらした。しかし，わが国にとってあらゆるステイ

クホルダーを巻き込んだ新たな公共経営の必要性と重要性を明確に示したという点で，これまでの行

政運営を脱却し，被災自治体の行政経営能力を公共経営能力へと飛躍的に高める好機に道を開いたと

いうことができる。
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